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日本企業の新興国PMIにおける
成長戦略の要諦
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1	 日本企業のグローバル成長戦略において新興国での成長は不可欠であり、自社
リソース（経営資源）による販路開拓・生産進出だけではなく、進出先で事業
を先行させている企業とのパートーシップとM&A（企業合併・買収）が、重
要な選択肢となっている。

2	 新興国M&Aと先進国M&Aとでは、①カントリーリスクの大きさ、②拠点進出
の期間の長さによる市場への理解度、③経営における意思決定プロセスの透明
性、④会計・業務ルールの明確さ──の点で大きく異なる。

3	 PMI（買収後の統合）プロセスは戦略統合プロセス、業務統合プロセス、モニ
タリングプロセスで構成される。

4	 PMIにおける成長戦略の要諦は、①市場環境の変化に対する共通認識に基づく
事業戦略策定プロセスと、現地経営陣の戦略に対する納得感の醸成、②ガバナ
ンスの明確化と意思決定プロセスの導入、③業務ルールの明確化と各業務の
KPI策定、④業務間のコンフリクト（利害衝突）を調整するPMO（プロジェ
クト・マネジメント・オフィス）機能の設置、⑤統合の達成度合いの「見える
化」とPDCA（計画・実行・評価・改善）の徹底、⑥統合を推進する人材の発
掘と育成──である。

特集 日本企業の新興国PMIにおける成長戦略

要約
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Ⅰ 増加する新興国M&A

国内市場が停滞するなか、日本企業は海外
市場での成長戦略を描いている。それに伴い
日本企業の海外M&A（企業合併・買収）の
案件数は増加傾向にある（図１）。

2005年以降、日本企業による海外M&Aの
件数は伸び悩む傾向にあったが、近年の円高
の追い風や国内市場の停滞感から、再び活発
になってきている。海外市場で成長戦略を実
現するには、販売チャネルや製造などのパー
トナーの選定およびM&Aが、日本企業にと
って重要な選択肢となっている。

また、これまで先進国中心であったM&A
は、現在では新興国で増える傾向にある。具
体的には、かつては北米・欧州のM&Aの案
件数が多かったが、現在は東南アジアや
BRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）
を中心に増加傾向にある（図２）。

これは、M&A戦略を取る多くの日本企業
がアジアを中心とする新興国での成長戦略を
描いているからで、自社のリソース（経営資

源）による販路開拓・生産進出だけではな
く、進出先において事業を先行し、すでにブ
ランド認知がある新興国企業とパートナーシ
ップを組んでM&Aを展開している。

こうした流れは、近年、急速にグローバル
化を進めてきた日本の製薬会社や食品・飲料
会社に多く見られる。製薬や飲料・ビールな
どの製造業は、かつては日本市場だけで成長
することができた。しかし、少子化の進行に

図1　日本企業の海外M&A（企業合併・買収）案件総数の推移
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注）日本企業が買収企業となり、被買収企業が日本企業でないM&A案件数の推移
出所）スタンダード&プアーズ Capital IQのデータに基づき分析・作成

図2　日本企業の海外M&A案件数の推移（被買収企業の地域別）
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注 1）日本企業が買収企業となり、被買収企業が各地域にあるM&A案件数の推移
　 2）BRICs：ブラジル、ロシア、インド、中国
出所）スタンダード&プアーズ Capital IQのデータに基づき分析・作成

北米＋欧州 東南アジア＋BRICs
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伴って国内市場は急速に縮小しており、海外
市場への進出は、成長戦略を描くうえで必須
となっている。その結果、従来は欧米市場で
M&Aを展開してきた企業の多くが、現在は
成長著しい新興国での成長戦略を描いてお
り、こうした市場でのM&Aは数多い（表１）。

Ⅱ 新興国M&Aと先進国M&Aの
 違い

先進国でM&Aを展開してきた企業であっ
ても、先進国と新興国とでは市場性の違いが
大きく、新興国M&Aでは先進国のノウハウ
をそのまま使えないことが多い。先進国と新
興国とでは、

①カントリーリスクの大きさ
②拠点進出の期間の長さによる市場への理

解度
③経営における意思決定プロセスの透明性
④会計・業務ルールの明確さ
──が大きく異なる。以下に、順に見ていく。

1	 カントリーリスクの大きさ
先進国M&Aでは、進出国の政策変更によ

って事業撤退に追い込まれることはない。そ
れに対して新興国の場合、政治情勢の変化に
よっては撤退を余儀なくされるケースもあ
り、これは新興国M&Aの最大のリスクであ
る。進出国の政治不安、社会不安、インフ
レ、制度変更、外資規制、債務不履行、スト
ライキ、テロ、紛争、内乱、革命などが引き
起こすカントリーリスクは先進国よりも高
い。

2	 拠点進出の期間の長さによる
	 市場への理解度

欧米先進国の場合、電機、精密機械、自動
車などの輸出型産業であれば、日本企業は
1970年代初頭から進出しており、その期間が
長いだけに当該市場を理解している日本人マ
ネジメントは多い。その間に信頼できる現地
人マネジメントが育っていることもあって、
取引の長い販売会社や原料調達先企業を対象
に、現地人マネジメントが中心となってM&A

表1　製薬会社、飲料会社による新興国M&A

業界 年 月 会社名 国 被買収会社 金額

製薬会社 2008年 11月 第一三共 インド ランバクシー 約5000億円
2011年 8月 塩野義製薬 中国 C&Oファーマシューティカル・テクノロジー 約143億円
2012年 6月 第一三共 中国 上海欣生源医薬集団薬品販売 不明

7月発表 大正製薬HD メキシコ CICSAなど4社 数10億円
飲料会社 2009年 アサヒビール オーストラリア シュウェップス・オーストラリア 約770億円

2011年 7月 アサヒグループHD マレーシア ペルマニス 約216億
7月 アサヒグループHD オーストラリア ピー・アンド・エヌ・ビバレッジズ・オース

トラリア（水・果汁事業のみ）
163億円

8月から11月 キリンHD ブラジル スキンカリオール・グループ 約3000億円超
8月 アサヒグループHD ニュージーランド インディペンデント・リカー（IL）・グループ 約976億円
9月 アサヒグループHD ニュージーランド チャーリーズ・グループ 不明

2012年 6月 キリンHD オーストラリア リトル・ワールド・ビバレッジ（LWB、西オー
ストラリア州）

約200億円

注）HD：ホールディングス
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をするケースも多い。現地市場と日本本社の
戦略とを深く理解したM&Aを推進する現地
人マネジメントがいれば、M&A・PMI（買
収後の統合）ともにリスクを低減できる。

これが新興国となると、タイやベトナムな
ど早くから生産進出しているにもかかわら
ず、その期間は欧米先進国に比べると短く、
拠点を設けずに販売を現地代理店に委託して
いる例も多い。したがって、先進国での事業
に比べ、進出国の市場を理解している日本人
マネジメントの数も限定される。また、拠点
を設けている期間が短いために、信頼できる
現地人マネジメントの数も限られ、M&Aの
リスクも相対的に高まる。

3	 経営における意思決定プロセスの
	 透明性

先進国では経営のガバナンスが確立されて
いるため、経営会議や取締役会議での意思決
定の透明性は高い。「家族的経営」のケース
はまれで、意思決定のほとんどは合理的なプ
ロセスに則っている。これに対して新興国で
は、家族的経営で、意思決定は経営者により
極めて単独かつ属人的に下されている企業が
多い。したがって、経営会議や取締役会議な
どの場で、しかるべき合理的なプロセスでの
意思決定は少なく、不透明なケースが圧倒的
に多い。

4	 会計・業務ルールの明確さ
欧米の上場企業の場合、会計処理は国際会

計基準に沿っているため、会計の透明性は高
い。連結決算についても、提出された財務諸
表を疑う必要はない。非上場企業であっても
会計処理は一定の会計基準に沿っていること

から、M&Aでも会計ルールを入れ替えなけ
ればならない案件は少ない。しかしながら新
興国の場合、会計ルールはあるものの、現物

（在庫・仕掛品）と伝票が一致しない金の動
きがある企業も珍しくない。こうした企業を
M&Aにより連結会計対象とするには、国際
会計基準に沿った会計処理・決算処理を植え
つける必要がある。この点は先進国M&Aと
決定的に違う。

会計以外も同様である。先進国企業であれ
ば業務ルールは明文化されており、個人の役
割も職務記述書（ジョブディスクリプショ
ン）で明らかである。しかし、新興国ではそ
うした業務ルールや職務記述書がない企業も
多く、業務をどのようにしているのかの実態
把握に半年から１年かかったというケースも
ある。業務ルールを明確にするところから統
合を始めなければならない点は、先進国との
大きな違いの１つである。

Ⅲ PMIプロセス

M&AからPMIへのプロセスは、①戦略統
合、②業務統合、③モニタリングの３つのプ
ロセスに分かれる（13ページの図３）。この
プロセス自体は先進国と違いはない。ただし
それぞれのプロセスは、前述した先進国
M&A・PMIとの違いを踏まえて実施してい
くことが重要である。具体的なプロセスは以
下のとおりである。

1	 戦略統合プロセス
戦略統合プロセスで実施すべきことは、事

業戦略に対する買収企業・被買収企業の経営
者間の納得感の醸成である。これ自体も先進
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国と変わらない。しかし、ストレッチング注1

な数値目標はあっても戦略の共有はない場合
も見受けられ、その数値目標をどのように達
成していくのか、重点商品・顧客への提供価
値、それに必要なプロセス改革はどうするか
など、具体的戦略まで落とし込めているケー
スは少ない。成長の源泉は先進国から新興国
に移っていることから、買収企業の被買収企
業に対する成長への期待は非常に大きい。そ
れではそのような高い成長をどう実現してい
くのか、共通の納得感をいかにつくり上げて
いくのかが戦略統合プロセスである。本プロ
セスでは、単に数値目標の合意形成だけでは
なく、リソース（経営資源）の活用や顧客へ
の価値提供といった戦略での合意形成も重要
になる。

もう１点、先進国と大きく異なるのが、新
興国の市場環境は非連続に変化することであ
る。そのため現状を前提とせず、今後大きく
変化していくであろう市場環境を、いかに事
業機会として捉えていくのかの議論も非常に
重要になる。

新興国市場が今後どのように非連続に変化
していくのか。その変化への共通認識を経営
者間で持ち、自社の強みと弱みを議論しなが
ら、それを事業機会に変える戦略を策定す
る。こうして策定した戦略をバランススコア
カード注2のようなフレームワークを使って、
①財務、②顧客、③内部プロセス、④学習と
成長（人材育成や社内インフラ整備）──と
いう４つの視点に基づき、定量的な目標に展
開していくことも有効である。こうすること
で次の業務統合プロセスにつなぎやすくな
る。

また、戦略統合プロセスでは、経営陣以外

に、開発、製造、販売・サービス、経理、人
事、SCM（供給網管理）など主要業務のリ
ーダーを巻き込むことも重要である。これに
より、戦略統合プロセスから業務統合プロセ
スに、つなぎ目なく連携できるようになる。

戦略統合プロセスにおいて、買収企業・被
買収企業の経営者・各業務のキーマンが集ま
ってワークショップのような形態で議論し、
意思決定を可視化することは、経営の意思決
定プロセスの透明性を高める第１歩となる。
そのワークショップで、現状の市場、今後の
市場変化を議論することは、日本企業側の経
営陣・各業務の統合推進人材の新興国市場へ
の理解度を高めるとともに、被買収企業から
のワークショップへの参画者とも今後発生し
うる市場環境の変化に対する共通認識が醸成
できる。

2	 業務統合プロセス
前節で述べた戦略を、次に企業活動の各業

務に落とし込んでいく。それは、被買収企業
の日常の経営活動を、各業務別の目標値

（KPI：Key Performance Indicator、 重 要
業績評価指標）に落とし込むことで実現す
る。具体的には、開発、製造、販売・サービ
ス、経理、人事、SCMなどの各業務の現地
人リーダーを中心に、戦略実現のために各業
務がすべきことの議論を進めていく。

しかし、買収企業の考え方を理解する現地
人リーダーがM&A当初からいるとは考えに
くい。そこで重要業務については日本人の統
合推進人材を派遣し、現地人リーダーの発掘
と育成は業務統合プロセスで実施していくの
が現実的である。

買収契約前にこうした人材を発掘するのは
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難しいが、契約後のデューデリジェンス注3

の際に主要機能の重要人材を棚卸ししておけ
ば可能になる。このような人材の発掘から育
成までを、派遣される日本人統合推進人材の
重要なミッション（使命）とすべきである。

新興国では業務ルールの不明確な企業が多
いため、統合当初は日本人の統合推進人材を
派遣して現地の業務をヒアリングし、現地人
マネジメントと業務ルールを策定していく。
たとえば、会計処理での在庫・仕掛品の動き
への記帳処理の徹底、定期的な棚卸しと記帳
の習慣化、各種業務における現状業務の流れ
の明確化、改善も含めた業務ルールの規定
──など、業務が不明確な新興国ならではの
難しさが山積している。こうした業務ルール
の明確化と徹底を、日本人統合推進人材と現

地人マネジメントが共に実施していく。

3	 モニタリングプロセス
図３①の戦略統合プロセスから②の業務統

合プロセスまで進めば、この間に戦略との一
貫性のある目標値が策定されているため、
③のモニタリングプロセスは比較的容易であ
る。モニタリングプロセスでは月次での戦略
目標値と各業務の統合状況をKPIに落とし込
み、統合を進めていく業務別分科会（後述）
がPDCA（計画・実行・評価・改善）を確実
に回していく。

新興国PMIの難しさである意思決定プロセ
スの不透明性および会計・業務ルールが不明
確な点は、KPIとそれに基づく改善フローを
策定し、意思決定プロセスの可視化と業務ル

図3　M&AからPMIへのプロセス

①戦略統合プロセス ②業務統合プロセス ③モニタリングプロセス

アクション
プラン

●　被買収企業経営陣と買収企業の
PMI担当者間で、「腹落ち」する
戦略が定まっている状態

●　主要部門において、戦略実行のた
めのゴールとアクションプランが
定まっている状態

●　主要部門の統合達成に向けた進捗
状況が管理され、アクションが推
進されている状態

課題

●　現地経営陣の戦略に関する納得感
の醸成

●　経営意思決定プロセスの仕組み導
入

●　業務ルールの明確化とKPI策定
●　業務間コンフリクト（利害衝突）
の調整

●　達成度合いの「見える化」

●　統合推進人材の発掘と育成

●　SWOT分析： 市場・競合・自社・
チャネルに関する共通認識の構築

●　外部環境と自社グループ（買収・
被買収企業）の強みを踏まえた納
得感ある戦略統合プロセス

●　被買収企業の経営陣、各機能キー
マンの巻き込み

●　本社からの各種支援メニューの
「見える化」

●　戦略実現につながる各業務別分科
会による目標設定と、その実現の
ための各種プロセス改善

●　PMOの実施： 各分科会の進捗確
認とコンフリクトに対する調整機
能 

●　各種KPIの設定
　進捗状況管理のための現実的な

KPIを設定
●　KPIのモニタリング
　KPIの目標と現状のギャップを把
握し、PDCAサイクルを推進

ゴール
（あるべき状態）

注）KPI：重要業績評価指標、M&A：企業合併・買収、PDCA：計画・実行・評価・改善、PMI：買収後の統合、PMO：プロジェクト・マネジメント・オフィス、
SWOT分析：戦略計画ツールの一つで、SWOTは、Strengths（強み）、Weaknesses（弱み）、Opportunities（機会）、Threats（脅威）の略



14 知的資産創造／2012年11月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

ールの定着を推進して克服していく。

Ⅳ PMIプロセスの課題

PMI成功のために克服すべき課題を各プロ
セスに関連づけると、前ページの図３に示し
たように、

①戦略統合プロセス
● 現地経営陣の戦略に関する納得感の醸

成
● 意思決定プロセスの仕組み導入

②業務統合プロセス
● 業務ルールの明確化と各業務KPI策定
● 業務間コンフリクト（利害衝突）の調整

③モニタリングプロセス
● 統合の達成度合いの「見える化」

①②③共通
● 統合推進人材の発掘と育成

──が重要な課題となる。

1	 現地経営陣の戦略に関する
	 納得感の醸成

前章１節の戦略統合プロセスでも述べたと
おり、現地経営陣と買収企業の経営陣が予算
目標値を共有することと、戦略に関する納得
感の醸成とは異なる。それは、戦略とは単な
る予算目標値を定めることばかりではなく、
市場環境の変化を先取りし、競合とどのよう
に差別化し、顧客にどのような価値を提供し
ていくべきかを明確に定めることだからであ
る。戦略に対する「腹落ち感」、すなわち納
得感を双方で醸成するには、市場環境の変化
による機会・脅威、および買収企業・被買収
企業の強み弱みについての共通認識を持つこ
とが大事である。

2	 意思決定プロセスの
	 仕組み導入

家族的経営による属人的な意思決定から脱
し、意思決定プロセスの仕組みを導入する。
投資や商品開発などの重要な案件が経営者の
属人的な意思決定によるままでは、統合によ
ってシナジー（相乗効果）を出すのは難しい。

経営の意思決定の透明性を高めるには、経
営において意思決定を諮らなければならない
重要項目を明確にすること、それに対する共
通認識・稟議プロセスなどの意思決定プロセ
スを現地経営陣とつくっていくことである。

3	 業務ルールの明確化と
	 各業務KPIの策定

新興国の場合、業務ルールが不明確な企業
が多いため、買収企業・被買収企業の各業務
の統合推進人材は、現状の業務を棚卸しして
流れを把握し、文書化する。それを基に改善
点を議論しながら業務ルールを策定し、テン
プレート化する。また、各業務に関する目標
値であるKPIを設定する。

4	 業務間コンフリクトの調整
業務別に統合を進めていくと、業務間でコ

ンフリクトが起こることが多い。短納期を最
優先する営業部門と、在庫を圧縮したい生産
部門とは利害が衝突する。こうした衝突を調
整して戦略を実現するには、統合プロセスを
着実に進める調整機能が必要となる。これに
は上述のコンフリクトを可視化するととも
に、それに対して意思決定すべきことを明確
化し、意思決定を迅速にできる機能をつくる
ことが必要になる。業務ルールが明確ではな
い新興国のPMIでは、同ルールの標準化を進
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めながら、同時にコンフリクトを回避すると
いう難しさを伴うため、こうした調整機能が
重要になる。

5	 統合の達成度合いの「見える化」
統合が今どのような進捗状況にあるのかを

把握することは大変重要である。各業務の進
捗状況を把握するには、各業務に対して効率
性や生産性などのKPIを設定し、その達成状
況を「見える化」するとともに、達成するた
めの方策を講じる。

先進国と市場環境が大きく異なる新興国
PMIでは、市場環境に対する共通認識を持つ
とともに、買収企業・被買収企業の強みを最
大限に活かした形で競合と差別化する戦略を
策定する。そのうえで、各業務別のKPIの達
成状況を、買収企業・被買収企業の経営陣・
各業務統合推進人材が共有して進捗状況を把
握し、今後の改善策を決定する。このプロセ
スの前提は、市場環境に想定外の変化があれ
ば迅速に情報を共有してそれを各業務統合に
反映させるなど、PDCAを回していくことで
ある。

6	 統合を推進する人材の発掘と育成
統合を進めるのは「人」である。したがっ

て、経営陣はもちろん、各業務の重要人材が
統合プロセスにしっかり入り込み、こうした
人材に買収企業の理念や戦略を理解させるこ
とも大事である。

そうした人材の発掘には、デューデリジェ
ンス段階で、各業務のリーダーや現場で影響
力を持つ人材を把握し、PMIの各プロセスに
巻き込みながら納得感を醸成し、育成してい
く。

Ⅴ PMIにおける成長戦略の要諦

前章までで述べてきたことを踏まえPMIを
成功させるポイントは、

①市場環境変化への共通認識に基づく戦略
策定プロセスの構築

②ガバナンスの明確化と経営への意思決定
プロセス導入

③業務ルールの明確化
④業務間コンフリクトを解消するPMO（プ

ロジェクト・マネジメント・オフィス）
機能の設置

⑤統合の達成度合いの「見える化」とPDCA
の徹底

⑥統合を推進する人材の発掘と育成
──である。

1	 市場環境変化への共通認識に
	 基づく戦略統合プロセス

先進国と比較すると、新興国の被買収企業
にはストレッチングな数値目標が課せられる
ケースが多く、被買収企業からすると、無理
な数値だけがあって実現する具体的手段は提
示されていないこともある。

戦略統合プロセスでは、買収企業の経営陣
自らが被買収企業の経営陣に理解させること
が重要である。自らの言葉でグローバル成長
戦略を語り、被買収企業に期待している役割
を伝える。ただしこれだけでは、被買収企業
は買収企業から単にストレッチングな役割を
求められるだけになってしまう。

そこで買収企業は、自社の経営基盤やノウ
ハウなど、被買収企業がストレッチングな成
長シナリオを達成するためにどのようなサポ
ートができるのかを明確にする。そのうえ
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で、SWOT分析注4などにより事業環境の変
化と、買収企業・被買収企業を合わせたグル
ープ全体の強みと弱みを踏まえ、両社の経営
陣が今後起こりうる市場環境の変化について
の共通意識を持ち、グループ全体の強みを活
かした戦略統合プロセスを、ワークショップ
のような形式で実施するのが効果的である。

戦略統合プロセスでは、トレードオフの関
係にある品質と価格をどうバランスさせるか
が議論になることが多い。価格競争が激しい
状況下にあって、日本企業が得意とする品質
管理を被買収企業に要求しても、被買収企業
は日本市場の特異性を語っているとしか理解
しない。

しかしながら、たとえば食品であれば、新
興国市場はコンビニエンスストアや、カルフ
ール、ウォルマート・ストアーズなどの
GMS（総合スーパーマーケット）の進出で
流通市場が急激に変化し、商品の品質への要
求基準が大きく引き上がるといった非連続な
変化が起こる可能性がある。

こうした変化は、現在の顧客からでは予見
できない。したがって戦略の策定に当たって
は、今後新興国で起こりうるこうした非連続
な変化に対する共通認識を持ち、そうした状
況のなかで、競合よりも一歩先んじて市場シ
ェアを高めるにはどうしたらよいのかを議論
する。

現状の価格競争だけでは、日本企業の品質
管理の有効性はそれほどないかもしれない
が、上述のような流通市場の変化を先取りし
て一歩先行した品質を実現することは、競合
に対する差別化戦略そのものである。こうし
た戦略で日本企業が提供できるノウハウは多
いと思われる。もちろん、現地で重視される

競争力のある価格と品質をどうバランスさせ
るのかを徹底的に議論し、そのうえで差別化
戦略を取っていく。

こうしたプロセスに買収企業・被買収企業
の経営陣が参画することで、意思決定を透明
性のあるものとする。また、このプロセスに
各業務の統合推進人材を巻き込むことで、業
務統合を進めていくことの重要性の共通認識
を持たせる。

2	 ガバナンスの明確化と経営への
	 意思決定プロセス導入

新興国では、たとえ大企業であっても家族
的経営が多い。したがって、意思決定は極め
て属人的である。そこでM&A後は、経営へ
の意思決定プロセスに透明性を高める仕組み
を導入する。高額な設備投資や新製品開発計
画・製品ロードマップなど重要な案件につい
ては、経営会議や取締役会議で意思決定し、
意思決定プロセスを「見える化」する。

ある化学会社は、日本人の中間管理職を統
合マネージャーとして配置し、投資、製品計
画などの重要な案件の意思決定には、親会社
である日本企業のサポートを受けることを義
務づけている。同社はM&A後、投資などの
稟議が必要な意思決定基準を被買収企業の経
営陣に明示にするとともに、面倒になりがち
な稟議プロセスや、親会社である買収企業へ
の根回しは、統合マネージャーがサポートを
している。

経営への意思決定プロセスの仕組みは、買
収企業が被買収企業に対して、設備投資、研
究開発費など買収企業への稟議が必要な項目
を最初に明確に示し、これらの投資に対する
サポート内容を示すことで構築していく。
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3	 業務ルールの明確化
新興国には業務ルールが不明確な企業が多

いため、業務ルールを明確化する。会計であ
れば国際会計基準を定着させ、完成品や仕掛
品を確実に把握するための棚卸しなど基本の
業務を徹底し、会計処理もモノの流れに沿っ
た透明性あるルールとして定着させる。会計
だけでなく、販売・マーケティング、生産・
品質管理、SCMなどの各業務も、現状の把
握から始め（場合によっては、この作業に半
年から１年かかることもある）、このプロセ
スに日本人の各業務の統合推進人材と現地人
の機能別統合推進人材をアサイン（割当）す
る。

現状の業務を棚卸しし、フローチャートな
どに図式化してルールを明確にする。そして
生産性・効率性などの観点から、各業務の目
標値をKPIとして定量化する。

すなわち、被買収企業の各業務の人材と買
収企業の各業務の統合推進人材は、業務品質
を、生産性・効率性を高めるための目標値で
あるKPIに落とし込んでいくのである。な
お、こうした統合推進人材を「チェンジエー
ジェント」と呼ぶ。

4	 業務間コンフリクトを解消する
	 PMO機能の設置

戦略統合プロセスから業務統合プロセスを
進めると、業務別の統合プロセスにおいて、
業務間の意見や利害の不一致が生じる。これ
らを解消しながら統合を進めていかなけれ
ば、統合プロセスで会社がばらばらになって
しまう。

たとえば、顧客への納期を追求する営業と
在庫削減を重視する生産部門とでは利害が衝

突する。部分最適を進めていくと、企業全体
では業務間の整合性が取れず、結果として顧
客へのサービス品質を低下させ、売り上げ・
利益に悪影響を及ぼす。あるいは、生産・品
質管理部門は高品質を実現したいものの、販
売・マーケティング部門は安い製品を求め
る。特に販売は短いリードタイムを求めるた
め、過剰在庫よりもリードタイムの短さを優
先する。しかしながら生産は、仕掛品や製品
在庫はなるべく少なくしようと考える。

こうした各業務間のコンフリクトを早期に
発見して調整し、事業戦略を着実に実現して
いくには、統合の全体状況を高い視点で見渡
せる組織機能が必要となる（図４）。

PMIを進めるうえでは、事業戦略を業務に
着実に落とし込める体制は欠かせない。この
場合、買収企業・被買収企業の経営陣で構成
されたPMOが、統合プロセス全体をモニタ
リングする。そしてその下に開発、製造、販

図4　統合後戦略推進組織のイメージ

PMO （プロジェクト・マネジメント・オフィス）

PMOサポートオフィス
統合後戦略
統合後ゴール

KPI など
PMI戦略実行や進捗管理に
おける支援機能

開発 製造
販売・
サービス 経理 人事 SCM

業務別分科会

PMIのシナジー創出には、PMOの運営を継続し、
統合状況を常にモニタリングすることが必要

人員：経営陣・キーマンで構成
目的：統合後戦略のプラン策定・実行
役割：PMI実施に伴う迅速な意思決定、ベクトル合わせ
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売・サービス、経理、人事、SCMなどの業
務別分科会を構成し、各業務で統合について
議論する。

統合状況は常にモニタリングされ、各業務
のコンフリクトが発見されたら、それを意思
決定必要事項としてPMOが意思決定できる
情報に揃えてエスカレーション（上申）す
る。この役割を担うのがPMOサポートオフ
ィスである。PMOサポートオフィスは、各
業務のリーダーとIT部門、経営企画部門な
どで構成されることが多い。業務間で発生し
たコンフリクトを早期に発見するとともに、
意思決定が必要な項目、意思決定に必要な基
礎情報を経営者に提示し、迅速な意思決定が
下せるようにする。

新興国市場の商品には、低価格であること
が常に求められる。たとえ戦略統合プロセス
で、競合との差別化は品質であるという点で
合意していても、低価格競争に直面する販
売・マーケティング業務は現実の市場に引っ
張られ、次の業務統合プロセスの段階になる
と、合意項目から品質の項目が抜け落ちてし
まう可能性がある。

そこでPMOは合意に立ち戻り、価格と品
質をバランスさせ、競合と差別化できる品質
を実現しつつも、価格競争力を維持するため
の意思決定を下す。その際は、品質面で何を
訴求ポイントとして差別化するか、何を割り
切るかを明確にする。

5	 統合の達成度合いの「見える化」
	 とPDCAの徹底

前述のとおり、業務品質は、生産性・効率
性などの点からKPIに落とし込む。このKPI
を月次などで管理しながら統合の達成度合い

を確認していく。達成の進捗状況は、PMO
と各業務の統合推進人材が管理する。

KPIが未達成の場合にはその原因を究明
し、どのように改善して統合を進めていけば
よいのかを各業務別分科会で検討する。業務
別分科会では目標値の達成が難しい場合に
は、PMOサポートオフィスが、意思決定必
要事項をPMOにエスカレーションして意思
決定を求める。意思決定必要事項とは、たと
えば業務改善に必要なシステム投資や人員の
補強への投資・サポート領域を明確にするこ
となどで、これによりPMOは迅速に意思決
定が下せるようになる。

すなわち、KPIの進捗状況を常に可視化す
る、KPI達成に必要な項目を挙げてエスカレ
ーションする、PMOが迅速に意思決定する
──というPDCAを回していく。

もしも市場が、戦略の前提とした予測と異
なる変化を見せた場合には、戦略の方向性を
買収企業・被買収企業の経営陣で再確認する
とともに各業務の統合推進人材にKPIの再設
定を促すことで、市場環境の変化に対する意
思決定の「見える化」と、統合の達成度合い
の「見える化」を進める。

6	 統合を推進する人材の発掘と育成
統合を推進するには、買収企業側と被買収

企業側の双方で、統合推進人材の発掘と育成
が欠かせない。両企業の経営陣、そして各業
務の統合推進人材が、統合によるシナジー創
出の戦略を策定するとともに、それを各業務
に落とし込んでいくからである。こうした人
材は、詳細なデューデリジェンスを通して発
掘する。

発掘した人材は、戦略統合プロセスに参画
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させて戦略を理解させたうえで、各業務の統
合を、買収企業の統合推進人材と共に進めな
がら育成していく。

ストレッチングな戦略を実現するには、各
業務にも高い数値目標が設定される。そのた
め日本人の統合推進人材が、被買収企業の統
合推進人材に対して、買収企業グループのリ
ソースやノウハウを使って支援していく。し
たがって日本本社は、現地の日本人統合推進
人材に各業務の統合に対するサポート機能を
提供しなければならない。そのためには、買
収企業の全グループの業務ノウハウを整理し
ておく。

たとえば、生産業務の統合では、日本工場
もしくは先行して統合を進めた海外グループ
会社の工場と姉妹工場制度を結び、生産現場
レベルでの生産効率化や品質管理など、小集
団活動レベルでの指導をし、ノウハウを共有
していく。こうすることで、生産・品質管理
業務での統合推進人材のサポートと育成が可
能になる。この際は、現地日本人・現地人統
合推進人材のサポートと育成の仕組みを、日
本本社・現地地域統括会社に構築しておく。

家族的経営が多い新興国では、意思決定を
経営者に依存している企業が多いため、統合
時に重要な役目を担う中間管理職をいかに育
てていくかは、新興国PMI成功の重要なポイ
ントである。上述の生産現場であれば、姉妹
工場のような制度はその責任者だけではな

く、班長クラスの現場監督者も交えて生産・
品質に対する考え方を共有できる。このよう
な仕組みによって、自らが考える強い現場を
しっかりつくっていくことが、新興国PMIを
成功させるためには重要である。

注

1 現状より高い目標を設定し、目標達成のために社
員個々の才能を最大限に引き出そうとすること

2 1992年、ハーバード・ビジネス・スクールのロ
バート・Ｓ・キャプラン教授とコンサルタント
会社社長のデビット・Ｐ・ノートン氏が発表し
た。従来の財務分析による業績評価（財務の視
点）に加えて、顧客の視点、内部プロセスの視
点（製品の品質や業務内容に関する視点）、学習
と成長の視点（企業の持つナレッジ〈アイデ
ア、ノウハウ〉や従業員の意識・能力の視点）
を加味することで、企業の持つ有形資産・無形
資産、未来への投資などを含めた「今」を総合
的に評価する

3 企業が他社とM&Aや事業再編を行うとき、ある
いはプロジェクトファイナンスを実行する際、
果たして本当に適正な投資なのか、また投資す
る価値があるのかを判断するための事前の詳細
調査

4 戦略計画ツールの一つで、SWOTは、Strengths
（ 強 み ）、Weaknesses（ 弱 み ）、Opportunities
（機会）、Threats（脅威）の略
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